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序    文 

 

独立行政法人国際協力機構は、エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」）と締

結した討議議事録（Record of Discussion：R/D）に基づき、技術協力方式プロジェクト

「ナイルデルタ水管理改善計画」を、2000 年 3 月 1 日から 5 年間の予定で実施してい

ます。  

このたび、プロジェクトの協力期間終了を約 5 カ月後に控え、協力期間中の活動実

績などについて、エジプト側と合同で総合的な評価を行うとともに、今後の対応策な

どを協議するため、2004 年（平成 16 年）9 月 24 日から同年 10 月 7 日まで、当機構農

村開発協力部第三グループ乾燥畑作地帯第一チーム長 佐藤 仁を団長とする終了時

評価調査団を現地に派遣しました。  

本報告書は、同調査団によるエジプト政府関係者との協議及び評価調査結果などを

取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用され

ることを願うものです。  

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から

感謝の意を表します。  

 

2004 年 10 月  
 

独立行政法人国際協力機構 
                       理    事   北  原   悦  男  
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 
国名：エジプト 案件名：ナイルデルタ水管理改善計画 
分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部 第三グループ  

乾燥畑作地帯第一チーム 
協力金額（評価時点見込み）：5.80億円 

（R/D）：2000/3/1-2005/2/28 先方関係機関：水資源灌漑省灌漑改善局 
（延長）：: 日本側協力機関：農林水産省 
（F/U）： 他の関連協力：特になし 

 
 
協力期間 

（E/N）（無償）   
１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ協和国（以下、「エジプト」）のナイル川水利用は、国際協定により年間 555
億トンに制限されている。近年大規模農業開発プロジェクトの進展により水需要が急速に増加し

ていることから、効率的な水利用の実現が急務となっている。農村地域では従来の取水慣行に基

づく灌漑形態にポンプが普及したことにより、農民管理の末端水路（メスカ）域内で、恒常的に

水不足が生じている。一方で過剰灌漑に起因する無効放流の発生が顕著化する状況にある。 
このような状況の下、エジプト政府は、農民の費用負担によって農民管理の末端施設の近代化

を進めることを決定し、関連法制度を整備した。その後、効率的水利用を実現するための調査の

実施を要請してきた。これを受けて我が国は開発調査「中央デルタ農村地域水環境改善計画」を

実施し、その中で技術協力プロジェクトとしての基本構想等を検討してきた。その結果、2000 年
3月から本プロジェクトが開始された。 
 

１－２ 協力内容 

（2002年運営指導（中間評価）調査団との間で合意された修正計画による） 
(1) 上位目標 

効率的かつ効果的に IIP事業（Irrigation Improvement Project：灌漑改善事業）を実施するた
めの改善手法がナイルデルタで普及され、それにともなって農業生産性や農家の実質所得が

向上する。 

(2) 中間目標 

効率的かつ効果的に IIP 事業を実施するための改善手法がプロジェクトエリアで灌漑効率
と農業の生産性を向上させる。 

(3) プロジェクト目標 

     最大限の農民参加に基づいた IIP 事業の効率的かつ効果的な改善手法がプロジェクトエリ
ア内で実証される。 

(4) 成果 

分野 1 灌漑施設の改善 
  灌漑施設の改善のための実施手法が改善される 

分野 2 農民の水管理組織（WUA＆WUF） 
  農民の水管理組織設立のための手法が改善される 
  ※Water Users' Association：WUA, Federation of WUAs：WUF 

分野 3 圃場レベルの水管理 
圃場レベルの適切な水管理が導入される 
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分野 4 プロジェクト管理 
  プロジェクト活動や成果が政府職員に適切に紹介される  

 

(5) 投入（評価時点実績） 

      日本側： 

      長期専門家派遣            11名   機材供与       0.80億円 
      短期専門家派遣       延べ 25名   ローカルコスト負担  0.36億円 
      研修員受入          10名         

      相手国側： 

      カウンターパート配置    37名         
ローカルコスト負担    0.34億円 

２．評価調査団の概要 

 調査者 担当分野 氏名 職位 
総括 佐藤 仁 国際協力機構 農村開発部 第 3グループ  

乾燥畑作地帯第 1チーム チーム長 
水管理／圃場水管理 中屋 俊満 農林水産省 東海農政局 整備部 設計課  

事業調整室長 
農民水利組織 岡本 雅美 日本大学 生物資源科学部 顧問教授 
評価分析 夏田 照平 株式会社三・コンサルタンツ 海外事業本部 

技術部 第 1課 主幹 
評価管理 村上 真由美 国際協力機構 農村開発部 第 3グループ  

乾燥畑作地帯第 1チーム 職員  
調査期間  2004年 9月 24日～2004年 10月 7日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標 

今回行われた農民に対するアンケート調査の結果、全回答者の 80％以上が本プロジェクト
の手法を支持し、工事が完了ないし開始されたメスカの回答者の 80％以上が施設及び実施さ
れた圃場管理の活動に満足していることが明らかになった。但し、工事の進捗は 60メスカの
内の 20 メスカ（計画の約 1/3）である。なお、遅延の理由はエジプト側による公示契約手続
きの不調及び農民の同意取り付けに予想以上の時間を要したことである。 
水資源灌漑省の改善手法に対する支持については、カウンターパート（以下、「C/P」）が導
入された改善手法を高く評価していること、また世界銀行地区において農民参加の要素が強

化されてきていることから、導入された手法に対する支持は継続されるものと考えられる。
 
(2) 成果 

成果 1：灌漑施設の改善 
・C/P は、現況調査の重要性を認識し、農家の意見を十分に把握し、流量と水質の計測方
法について十分理解し、それらの機材の使用方法を学んだ。 
・灌漑施設の計画と設計は、ほぼ完了している。 

・専門家と C/Pは 60メスカのうち 55メスカの実施設計を実施した。 
・現時点では施工管理マニュアルは完成していない。しかしながらプロジェクト終了時ま

でには作成される予定である。 

・現在までにプロジェクトエリア内で 20メスカが工事契約を終えている。 

成果 2：農民水利組織 
・プロジェクト対象地域 60メスカのうち 20メスカで工事調整委員会が、また、29メスカ
で 2/3以上の農民の同意取得後、WUAが設立された。これらの組織運営のためのテキス
トの作成及びこれらの会計監査のモニタリング・評価について、達成度は 32％であった。
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成果 3：圃場水管理  
・活動はほぼ完了している。 
・C/Pは分析データの取扱い、分析データの適用方法、水利用効率の改善を学んだ。 
・供与機材は圃場水管理に貢献している。 
・圃場水管理に対するデータ収集をほぼ終え、プロジェクト終了時までに圃場水管理マニ

ュアルの作成を了する予定である。 

成果 4：プロジェクト管理 
・政府職員に対する研修の実施回数はほぼ指標を満足しているが、教材作成等の準備や研

修の実施・運営に関しては、日本側の支援が必要な状態である。 

・プロジェクトの効果的な実施のために開催されるべき各種委員会はほとんど実績がない

ため、プロジェクトの進捗や課題についての関係者間の共有化と打開のアクションは不

十分であったが、現場レベルを中心としたプロジェクト運営は関係者の良好なコミュニ

ケーションにより円滑に行われた。 

・プロジェクトに必要なデータベースが構築され、プロジェクト関係者内での情報の共有

が可能となった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

プロジェクト目標は、限られた水資源の有効利用を目指すエジプトの第 5 次社会・経済開
発 5カ年計画（2002年～2007年）に示される国家政策と整合性が高い。また、適正な水分配
を要望する支線用水路下流の農民のニーズに合致している。支線用水路上流の農民について

は、プロジェクト実施前には法に反して個人のポンプを用いた取水を行っており、プロジェ

クト実施によって自由な取水は不可能となるものの、個人ポンプにかかる費用の削減と、支

線用水路の連続通水による計画的な適期灌漑が可能となることから、プロジェクト実施の妥

当性は高い。プロジェクトサイトの選定に関しては、農民の農業に対する取り組み、関係機

関との連携の容易性及び圃場の整備状況等を踏まえており、適切であった。 
 

(2) 有効性 

農民からの同意取得遅延及びそれに起因するWUA設立の遅れの結果として、成果のプロジ
ェクト目標に対する有効性は低く抑えられている。しかしながら、プロジェクト期間の後半

になるにつれて、これらにかかる時間は短縮されたことが実績より確認できたことから、有

効性は徐々に向上していると言える。なお、特に圃場水管理分野において、活動がプロジェ

クト目標の達成に効果的に貢献したことが具体的な試験結果から明らかであった。 

 

(3) 効率性 

専門家及び供与機材等の投入は適切にかつほぼ計画通りに行われ、特に圃場水管理分野の

機材供与は成果の達成に効率的に作用した。また、C/P配置については、プロジェクトの進捗
に沿って柔軟にかつ適切に変更され、技術移転が効率よく実施された結果、成果に結びつい

たと言える。現場を管理する専属の C/P が配属されなかった点及び活動に関連の深い灌漑局
をプロジェクトの運営管理に十分巻き込むことができなかった点については、プロジェクト

及び実施機関により今後の対応策が検討されることとなっている。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトは、本格的な農民参加に基づいた水管理への第一歩となり、C/P、農民及び
IIP事業を実施・推進するエジプト政府に農民参加型アプローチの重要性を認識させた。本プ
ロジェクトは、実施機関である灌漑改善局（以下、「IIS」）の職員が運営・管理している世銀
の同種プロジェクトにも影響を与え、農民参加のアプローチがより重視され始め、農民のオ

ーナーシップ確保を目的として積極的な参画を引き出す動きが強まった。 
予期していなかった環境、社会/文化面の正のインパクトとして、WUF準備委員会の中に環
境とジェンダーの小委員会が設置されたことが挙げられる。農民にとって、環境及びジェン
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ダーは重要な観点であり、今後も活動が継続・発展していくことが望まれる。 

組織面の正のインパクトとして、レーザーレベリング運営管理委員会がWUF準備委員会の
中に設置されたことが挙げられる。供与機材であるレーザーレベリングの利用方法を習得し

た C/Pが農民に対して技術移転を行っており、将来は WUF内で共同利用･管理される。これ
らの二つの委員会設置にかかる動きは、農民と C/P の活動の中から生じたものであり、彼ら
の主体性が向上したことも、本プロジェクトの正のインパクトと言える。 

 
(5) 自立発展性 

WUA及びWUFによる水管理は現時点では本格化するに至っていないため、自立発展の見
込みを判断することは困難であるが、プロジェクト活動においてC/PによってWUA及びWUF
のリーダーを対象とした研修がなされている。また、IISは、灌漑改善手法をプロジェクト対
象地域のメスカ全体に広げ、連続通水を実現してWUFの活動を軌道に乗せるために、農民と
共に活動を続けていくとしている。以上より、本プロジェクトの自立発展性については、や

や高いと判断される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

灌漑改善手法として施設整備と同時に水利組織の設立を図ったことは、組織の活動目的を

明確にし、農民のインセンティブを高めることに寄与した。また、水路の整備に加えて圃場

水管理の分野を導入したことにより、灌漑効率を総合的に高めることが期待できる。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

十分な農民参加を基本理念として、農民に対する説明、同意の取得、水利組合の設立、工

事設計の確認、施工管理への参画といった一連の活動が、実際に農民を中心に行われたこと

が、農民のプロジェクトに対する高い支持につながっている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

当初計画においては活動が 8 項目に分かれており、活動の実施及び活動状況の把握に支障
をきたしていたが、中間評価において 4項目に統合･整理された。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

エジプトの法律では、工事の実施に農民同意は必要なく、また、3分の 1以上の農民同意が
あれば WUA が設立できる。一方、本プロジェクトは、工事完了後の施設及びそれを維持管
理する組織（WUA 及び WUF）の継続的かつ自立発展的な活用を目的として、農民への十分
な事業説明、3分の 2以上の同意の取得、WUA及び WUFの設立、工事設計の確認及び施工
管理などの各過程における農民参加を促している。よって、工事開始までに多大の時間と労

力が必要となった結果、プロジェクト活動に遅延が生じた。しなしながら、実施機関、C/P及
び農民は本プロジェクトのプロセスが有効であり、農民水利組織が改善された施設を持続的

かつ自立的に運営・維持管理することを確実にするためには必要不可欠であると評価してい

ることから、本実施プロセスは適当であったと判断される。また、上述の遅延に対し、現場

レベルの関係者間で解決策が講じられたが、実施機関の幹部レベルを含む検討は十分になさ

れなかった。 
 

３－５ 結論 

灌漑施設の改善、農民水利組織及び圃場水管理の各分野について、基礎的な技術移転がなされ、

プロジェクト終了時までにはマニュアルが完成する。しかしながら、プロジェクト目標の達成の

ためには、C/Pがこれらを用いて自立発展的に行う活動について、日本側と共同したモニタリング、
評価及びそれに基づく見直しが必要である。 
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３－６ 提言 

プロジェクト期間内に達成が困難な成果に関して、その達成に向けて日本側の協力を継続する

必要性及び妥当性を図るための判断材料として、以下の条件を設定する。 

・計画に対する達成度が未達であり、かつエジプト側だけで成果達成が困難であること 

・プロジェクト目標を達成するために不可欠であること 

・成果達成による大きいインパクト及び成果の高い自立発展性が見込まれること 

これら条件を満たす①灌漑施設の改善②農民水利組織の能力向上③政府職員の能力強化につい

て協力を継続する。 

ただし、上述の活動を継続する前提条件として、以下についてエジプト側が合意・実行するこ

ととする。 

・当初のプロジェクト期間内における活動実施に集中する。 

・JSCを定期的に開催する。 
・プロジェクトサイトにおいて会合を設ける。 

・プロジェクトの阻害要因を解消し、活動を推進するための措置を取る。 

・プロジェクトの活動及び成果ついて広報する。 

 

３－７ 教訓 

・プロジェクトの効果的かつ効率的な実施のために、開始前のコンセプト作りに十分な時間を

かけること、その際に法制度を含めてプロジェクトの実施及びその準備に必要な事項と阻害

要因を抽出し、関係者間で共有の上必要な対策を執ることが肝要である。 

・中間評価時点で日本・エジプト双方で再確認した実施スケジュールより大幅に遅れることと

なった要因として、主に農民の同意取付が予想以上に難航したこと及びその後の契約手続き

に時間を要したことが挙げられる。これらプロジェクトの遂行上の大きな問題が発生した際

は、日本側を含めて関係者と迅速に計画修正の必要性を含めて協議を行うことが重要である。

・現場レベルだけでなく、実施機関の幹部レベルを交えた会合の定期的開催を通じて、プロジ

ェクトの進捗状況、予定、課題を周知し、常に関係者として巻き込んで広報活動と当事者意

識の醸成を図ることが必要である。 

以 上 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」）のナイル川水利用は国際協定により年間 555 億

トンに制限されているが、近年大規模農業開発プロジェクトの進展等により水需要が急速に増加

していることから、効率的な水利用の実現が急務となっている。他方、農村地域では従来の取水

慣行による灌漑方式のままでポンプが普及したこと等により、農民管理の末端水路（メスカ）域

内で、恒常的に水不足が生じる一方で、過剰灌漑が併存する等、末端施設からの無効放流の発生

と共に、水配分効率の低下に起因する問題が顕著化する状況にある。 

このような状況の下、エジプト政府は、水資源の逼迫と水環境の悪化に対して、農業用水管理

技術の改善による水資源の有効利用、水質の改善を図り、農業生産性を向上することを目的とし

たプロジェクト方式技術協力「ナイル川流域水資源・水環境改善計画」を要請してきた。 

上述の要請に基づき、国際協力事業団（現国際協力機構 以下、「JICA」）は 1997年 4月、基礎

調査団を派遣し、現状の水利用、水利施設、水管理組織及び管理運営状況などを確認した。また、

これに関連して開発調査「中央デルタ農村地域水環境改善計画」（1998 年 3 月～1999 年 3 月）を

実施し、マスタープラン調査及びフィージビリティ調査が行われた。 

これらの経緯を踏まえて、開発調査の提言を具体化する技術実証事業（パイロット事業）となる

プロジェクトについて、事前調査（1999年 5月）、短期調査（1999年 8月）を重ねた上、1999年

11 月に実施協議調査団を派遣して討議議事録及び暫定実施計画のミニッツ（以下、「M/M」）署名

を取り交わし、2000年 3月 1日から 5年間にわたるプロジェクト方式技術協力を開始した。現在、

長期専門家 5 名（チーフアドバイザー、水管理／灌漑施設、水利組織、圃場水管理、業務調整）

を派遣し、協力を実施している。 

今回の調査では、「JICA 事業評価ガイドライン改訂版」に基づき、R/D、PDM、PO を参照し、

運営指導（中間評価）調査後のプロジェクトの進捗状況、計画の達成状況及び評価 5 項目につい

て、各種プロジェクト報告書、プロジェクト作成事前資料、質問表、関係者へのインタビュー、

現地視察等を通じて、日本側・エジプト側合同で評価委員会を結成の上、総合的に調査・評価す

ることを目的として終了時評価を行った。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏  名 職    位 

総括 佐藤   仁 国際協力機構 農村開発部 第三グループ  

乾燥畑作地帯第一チーム長 

水管理／ 

圃場水管理 

中屋 俊満 農林水産省 東海農政局 整備部 設計課 事業調整室長 

農民水利組織 岡本 雅美 日本大学 生物資源科学部 顧問教授 

 

評価分析 夏田 照平 株式会社三・コンサルタンツ 海外事業本部 技術部  

第一課 主幹 

評価管理 村上 真由美 国際協力機構 農村開発部 第三グループ  

乾燥畑作地帯第一チーム 職員 
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１－３ 調査日程 

2004年 9月 24日～同年 10月 7日（14日間） 

＊評価分析団員；2004年 9月 17日～同年 10月 7日（21日間） 

団  員 

月 日 
総括 

水管理/圃場水管理 
農民水利組織 
計画評価 

評価分析 

9/17（金） 成田→フランクフルト 
9/18（土） フランクフルト→カイロ 

9/19（日） 
JICA事務所打ち合わせ 
IIS表敬 
インタビュー調査【日本人専門家及び C/P】 

9/20（月） 農家アンケート結果分析 
専門家打合わせ 

9/21（火） 合同評価委員打合せ【調査方針説明】 
プロジェクトサイト現地調査 

9/22（水） インタビュー調査【C/P】 
調査結果分析 

9/23（木） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 調査結果分析 

9/24（金） 成田→フランクフルト 調査結果まとめ 
フランクフルト→カイロ インタビュー調査【日本人専門家】 

9/25（土） 
団内打合せ（合流後） 

9/26（日） 
JICA事務所打合せ 
IIS表敬 
第 1回合同評価委員会 

9/27（月） 
IISタンタ支局表敬 
プロジェクトサイト現地調査 
インタビュー調査【WUA代表】 

9/28（火） インタビュー調査【C/P】 
専門家打ち合わせ 

9/29（水） 第 2回合同評価委員会 
MWRI大臣表敬 

9/30（木） 合同評価報告書及びM/M ドラフト作成 
JICA事務所・大使館・専門家打ち合わせ 

10/1（金） 合同評価報告書及びM/M ドラフト作成 

10/2（土） 
第 3回合同評価委員会 
MWRI表敬 
合同評価報告書及びM/M ドラフト作成 

10/3（日） 第 4回合同評価委員会 
合同評価報告書及びM/M ドラフト作成 

10/4（月） 
プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャー打ち合わせ 
第 5回合同評価委員会 
合同運営委員会（JSC）、M/M署名 

10/5（火） JICA事務所・大使館報告 

10/6（水） カイロ→フランクフルト 
フランクフルト→ 

10/7（木） 成田 
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１－４ 主要面談者 

氏   名 役 職 名 等 

（エジプト側関係者） 
Mahmoud Abdel Halim Abu Zeid 
Mohamed Bahaa El Din（Project Director） 
Abd El Karder（Project Manager） 
Adel El-Madbouly（Project Site Manager） 
 
・合同運営委員会メンバー 

Hussein Elman 
Refki Bendary 
 
・カウンターパート 

Mohamed Koddossy 
El Mohamed Yasser 
Salah Ghaly 
Mohamed El Raggal 
Lotfy Bedir El Shawaf 
Adel Yousry 
Mohamed Orwa 
Adel Ibrahim El-Maradny 
Safaa Gabar 
 

（日本側関係者） 
・プロジェクト専門家 
橋本 晃 
香山 泰久 
工藤 淳 
吉井 健一郎 
大竹 雅洋 
 
・在エジプト日本大使館 
野口 哲秋 
 
・JICAエジプト事務所 
岡本 茂 
和田 康彦 
東 太郎 
アルフレッド 

 
水資源灌漑省大臣 
水資源灌漑省次官（灌漑総局長） 
水資源灌漑省灌漑改善局長 
水資源灌漑省灌漑改善局中央デルタ支局長 
 
 
水資源灌漑省排水事業庁局長 
水資源灌漑省灌漑局長 
 
 
Water Management  
Water Management 
Water Management 
Water Management 
Water Users Association  
Water Users Association  
Water Users Association 
Agronomy 
Agronomy 
 
 
 
チーフアドバイザー 
水管理／灌漑施設 
農民水利組織 
圃場水管理 
業務調整 
 
 
一等書記官 
 
 
所長 
次長 
所員 
ナショナルスタッフ 

 

１－５ プロジェクトの概要 

(1) 実施機関 

    水資源灌漑省 灌漑改善局 

(2) プロジェクトサイト 

    カフル・シェイク県ビエラ地区（バハル・ヌール水路受益地） 

(3) 協力期間   

    2000年 3月 1日から 2005年 2月 28日まで 
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(4) 上位目標 

    効率的かつ効果的に灌漑改善事業（以下「IIP 事業」）を実施するための改善手法がナイル

デルタで普及され、それにともなって農業生産性や農家の実質所得が向上する。 

(5) 中間目標 

  効率的かつ効果的に IIP 事業を実施するための改善手法がプロジェクトエリアで灌漑効率

と農業の生産性を向上させる。 

(6) プロジェクト目標 

   プロジェクトエリアにおいて、最大限の農民参加に基づき効率的かつ効果的に IIP 事業を

実施するための改善手法が実証される。 

(7) 成果 

1) 灌漑施設の改善のための実施手法が改善される。 

2) 農民の水管理組織設立のための手法が改善される。 

3) 圃場レベルの適切な水管理が導入される。 

4) プロジェクト活動や成果が政府職員に適切に紹介される。 

(8) 協力プロセス 

     これまでの各種調査は以下のとおりである。 

1) 基礎調査（1997年 4月 7日～4月 19日） 

   先に要請のあった、「ナイル川流域水資源・水環境管理改善計画」の背景調査及び実施可能

性を検討するため派遣された。先方、公共事業水資源省灌漑局灌漑改善部（現 灌漑水資源

省灌漑改善局）と協議し、技術協力の方向性等の合意が得られた。 

2) 事前調査（1999年 5月 14日～5月 25日） 

   プロジェクト計画地区の営農調査、灌漑施設の現状等を調査し、農業の現状を把握すると

ともに実施体制等について協議した。調査の結果、プロジェクトはエジプト側が実施してい

る IIP 事業の効率的・効果的な実施のためのよりよい手法の実証を目標とすることを確認し

た。 

3) 短期調査（1999年 8月 30日～9月 24日） 

プロジェクト目標の再確認、活動内容についての協議を行った。この結果、プロジェクト

の開始から工事の開始までには最低 1年半の時間をかけ、農家との対話を行いつつ、事業内

容や事業によって生じるメリットと責任について十分な理解を得たうえで、農家が自らの意

思により事業を望んだ段階で、土地利用や水利用計画の策定、水利組合の結成、組合による

施設管理及び水管理を行っていくことを確認した。 

4) 実施協議調査（1999年 11月 22日～12月 4日） 

本プロジェクトを開始するための最終協議並びに現地調査を行った。その結果、合意事項

を討議議事録（Record of Discussions：R/D）、暫定実施計画（Tentative Schedule of 

Implementation： TSI）、M/Mに取りまとめ、2000年 3月 1日から 5年間にわたってプロジェ

クトを実施することが確定した。 
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5) 運営指導（計画打合せ）（2000年 9月 3日～9月 16日） 

具体的なプロジェクト活動、運営計画をエジプト側と協議し、詳細暫定実施計画（detail 

Tentative Schedule of Implementation：dTSI）、詳細活動計画（Plan of Operation：PO）等を策定

した。プロジェクト開始以降の活動進捗状況について調査・協議した結果、合意・勧告事項

をM/Mに取りまとめて署名を取り交わした。この結果、これまで皆無だったフルタイム C/P 

3 名がパートタイム C/P から配置換えされ、さらにカイロの灌漑改善局内に専門家の執務室

が確保されること等の改善が図られた。 

6) 運営指導調査（2002年 10月 25日～11月 2日） 

これまでの活動内容成果を確認するとともに、事務所と協議の上、プロジェクトが示す改

善手法を整理した。 

7) 運営指導（中間評価）調査（2002年 12月 7日～12月 19日） 

プロジェクト対象地域における灌漑施設の建設を進めること、農民水利組織連合設立に関

する法規を整備すること、プロジェクト内部及びエジプト側関係機関とのコミュニケーショ

ンを密にすること、及び JSCや JSCCを定期的に開催することを提言した。また、活動内容

を整理し、プロジェクト開始時より用いられてきた PDM（PDM1）を改訂し、PDM（PDM2）

を策定した。現在、この PDM（PDM2）等に基づきプロジェクト活動を実施している。 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 合同評価調査団の結成 

日本側は本調査団、エジプト側は下表のメンバーにより合同評価調査団を構成して評価に当た

った。客観的評価を行うため、エジプト側評価チームは C/P 等のプロジェクト関係者を避けて人

選し、以下のメンバー8名となった。 

氏名 担当 所属先／役職名 

Mohamed Shaker 
Sennar 

Leader 
 

水資源灌漑省 カフルエルシェイク支局長 

Said Hamisa Water Management/ 
On Farm Water 
Management 

水資源灌漑省 カフルエルシェイク配水局長 

Ahmed Moustafa Water Users' 
Association 

水資源灌漑省 カフルエルシェイク中央局 技術部 

Emam Moussa Evaluation Analysis 水資源灌漑省 オランダ水管理プロジェクト担当 

Ragab Abd El Aziem Evaluation 
Management 

水資源灌漑省 灌漑局 

Mohsen El-Arabawy Evaluation 
Management 

水資源灌漑省 組織改革ユニット 次長 

Hanan Mohamed 
Bashary 

Evaluation 
Management 

国際協力省 対アジア協力局 

Adel Hashem Advisor 水資源灌漑省 灌漑改善プロジェクト アドバイザー 
 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）の評価手法を取り入れた。PCMを用いた評

価は、(1)プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価のデザイン、(2)プロ

ジェクト実績やプロセスを中心とした必要情報の収集、(3)評価 5項目（妥当性、効率性、有効性、

インパクト、自立発展性）という観点からの収集データの分析、(4)分析結果からの提言・教訓の

導出及び報告という流れになっている。具体的には以下のとおり。 

 

(1) 評価のデザイン 

実施協議（R/D）、PDM2、PO、事業進捗報告書、関連調査団報告書、終了時評価に係る事

前資料、開発調査などの報告書等に基づき、終了時評価の実施項目と調査項目をまとめた評

価グリッドを作成した。 

 

(2) 情報収集 

1) R/D、PDM2、PO等のプロジェクト計画にかかる文書及び資料 

2) プロジェクトの各種報告書 

（事業進捗報告書、終了時評価に係る事前資料、専門家報告書、調査報告書等の資料） 

3) ローカルコンサルタントによる農家アンケート調査報告書（以下、アンケート調査） 

＊注：対象地区全体の意見を調査するため、上流地区から 6メスカ、中流地区から 6メスカ、

下流地区から 8メスカ、計 20メスカ（各メスカ 6名）を選択し、標本抽出を行った。こ
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の内、工事を開始もしくは完了したメスカは 8 メスカであり、該当する標本の数は 48

人である。 

4) 日本人専門家及び C/Pへの質問表（以下、質問票）結果 

5) 日本人専門家、C/P及びWUA代表へのインタビュー調査（以下、インタビュー調査） 

6) プロジェクトサイトでの現地調査 

7) 日本側及びエジプト側の投入に関する記録 

 

(3) 情報分析 

評価グリッドの主な調査項目について、上述の情報源から収集した情報に基に 5項目評価の

観点に沿って分析した。 

 

上記の分析結果及びそれに基づく提言や教訓をエジプト側評価委員と確認の上、合同評価報告

書に取りまとめ、両政府に対して提言を行った。また、評価報告書の提言を受け、両政府で今後

取るべき措置について、M/Mにまとめた後、署名・交換を行った。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

プロジェクトの実績は評価調査団によって作成された評価グリッド（結果と過程）（付属資料）

に沿って検討された。調査結果の概要は以下のとおりである。 

 

３－１ 投入 

エジプト側 日本側 

(1) C/P  37名 
 ・プロジェクトダイレクター 
 ・プロジェクト（サイト）マネージャー 
 ・副プロジェクトマネージャー 
 ・コーディネーター 
 ・各活動分野の C/P   2～3名 

(2) 土地、建物及び施設 

 ・プロジェクトのための土地と施設 

 ・日本人専門家のための事務所とその他 

の施設 

(3) ローカルコスト 

 合計 62,419千円（1,879,885 LE） 
 

(1) 専門家派遣 

 ア．長期専門家    11名 
    ・チーフアドバイザー 

    ・業務調整 

   ・水管理/灌漑施設 

   ・水利組織 

   ・圃場水管理 

 イ．短期専門家  延べ 25名 
   ・農家調査 

    ・農民水利組織 

   ・水管理システム 

   ・灌漑施設(ポンプ、ゲート、パイプライン)

   ・圃場水管理 

   ・農村社会分析 

   ・土壌分析 

   ・施工管理 

   ・システム開発 

   ・農業機械 

   ・マーケティング 

   ・GIS 
(2) 供与機材 

   合計 66,572千円（2,639,307 LE） 
(3) 本邦研修      10名 
(4) 現地業務費 

 合計 31,324千円（1,233,260 LE） 

 

３－２  各分野の実績 

３－２－１ 灌漑施設改善分野 

成果 1 灌漑施設改善のための実施手法を改善する。 
指標 1 灌漑施設改善計画が作成される。 
指標 2 施工管理マニュアルが作成される。 

水管理分野の活動はほぼ完了している。すなわち、C/Pは、現況調査の重要性を認識し、農家

の意見を十分把握し、流量と水質の計測方法や機器の使用方法を習得した。 

  指標 1については、灌漑施設の計画と設計（デリバリー水路とメスカ水路の改善計画、下流水

位調節ゲートの設計）は以下の手順で行われた結果、ほぼ完了している。 

  1) 灌漑施設と水利用の現況調査 

  2) 農家の意見把握 
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  3) すべての現況メスカ水路の事前設計の実施 

  4) WUAに事前設計を説明した上での設計改良の実施 

  5) 改良されるすべてのメスカの実施設計の実施 

専門家とカウンターパートはこれらのプロセスを共有しながら、60メスカのうち 55メスカ水

路の設計を実施した。 

   灌漑施設の施工管理については、以下の手順で行った。 

1) WUFの工事調整委員会（C.C.C.）の設立 

2) すべてのメスカでWUAの工事調整委員会の設立 

3) メスカ水路の施工管理の実施 

4) 施工管理マニュアルの作成 

指標 2については、2004年 9月時点では施工管理マニュアルは完成していないが、プロジェ

クト終了時（2005年 2月）までには完成する予定である。 

    2004年 9月時点において、工事契約及び工事にかかる進捗状況は表 1のとおりである。 

                              表 1  対象メスカの進捗状況 

農家同意取付 契約 工 事 該当メスカ数 

○ ○ ○  3 
○ ○ △  8 
○ ○ ×  9 
○ × ×  9 
× × × 31 

 

合 計 60 

 

○：済、△：実施中、×：未了 

(1) 活動実績及び達成状況 

      先述の現況調査及び流量と計測体制の確立についての活動実績及び達成状況は、以下のと

おりとなっている。 

     現況調査は、1) 灌漑施設と水利用の現況調査と 2) 現在の状況と問題点についての農家

意見の把握に区分され、それぞれの活動実績及び達成状況は、表 2、3のとおり。 

           表 2  灌漑施設と水利用の現況調査の達成状況     （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）
現況灌漑ネットワーク図の作成 100 － 
現況暗渠排水マップの収集 100 － 
バハルヌールエリアのデジタルマップの作成 100 － 
GISの構築  70 100 
現在の配水と手続きの把握 100 － 
バハルヌールエリアの灌漑施設調査 100 － 
IIP先進地区の改良施設の調査 100 － 
IIPの設計から施設改良までの手順と 
WUFへの施設引渡し手順 100 － 



 10

     表 3 現在の状況と問題点についての農家意見の把握の達成状況   （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

現況メスカ地区（PCMワークショップ） 100 － 
直接灌漑地区（PCMワークショップ） 100 － 

 

流量と水質の計測体制の確立は、1) 計測計画（案）と計測機器の準備、2) バハルヌール

エリアの流量と水質計測、3) 灌漑効率（搬送効率）の測定に区分され、それぞれの活達成

状況は、表 4、5、6のとおり。 

 

            表 4 計測計画（案）と計測機器の準備      （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

計測計画（案）の作成 100 － 

計測機器の選定と導入  50 50 

 

           表 5  バハルヌールエリアの流量と水質計測      （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

バハルヌールエリアの流量計測  40 40 

バハルヌールエリアの水質計測  40 40 

                     

             表 6  灌漑効率（搬送効率）の測定        （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

灌漑効率（搬送効率）の測定  20 70 

計測計画（案）の変更   0 100 

                 

(2) 残された課題と必要な取り組み                                                           

60メスカのうち 55メスカの施設設計が完了しており、その内訳は表 7のとおり。                    

                          表 7  メスカ施設設計の状況 

活 動 状 況 メスカ数 備 考 

施設設計の農家への説明が終了 
施設設計作成済み  うち事前設計了解  ※1 
                  うち事前設計未了解  ※2 
施設設計が未実施 

     20 
     20 
     15 
    5

     
55 

合 計 60  

     ※1事前設計了解とは、Walk through（WUAの仮リーダーと共に農民に実際の現場で必要な 

説明を行うもの）を実施した上で農家からの事前設計の確認を取ったのち、詳細設計を 

作成したもの。             

    ※2事前設計未了解には、Walk throughをWUAの仮リーダーとではなく、地区の農家数人 

と行い、事前設計とともに詳細設計を行ったものを含む。                           
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以上のとおり、施設設計が作成済みの 35メスカについても、最終的な農家説明を了して 

いないことから、工事契約の手続き前にこれらの作業を急ぐ必要がある。     

 

(3) 留意点 

      1) 新メスカ設置にかかる諸問題 

       農家代表との打合せの際、以下の 3つの問題が指摘された。 

①灌漑施設の工事費が高いこと 

      ②新メスカ設置にかかる土地問題が未解決であること 

      ③ポンプ容量が不足すると農家が感じていること 

これらの課題のうち、①及び②については、県の関与が必要であると判断されたため、

プロジェクトからカフルシェイク県知事に要請した。今後県議会等での検討事項となって

おり、県議会等での早急な対応策が望まれる。 

また、③のポンプ容量不足と農家が感じている点については、メスカ内で配水計画を立

てた上で、バルブ間で一気に給水することがない限り、各圃場に十分な水が供給できるこ

とをこれまでも農家には説明しているが、まだ理解不足の農家が存在しているため、今後、

パンフレット等の説明資料を作ったり、工事を終えて給水を開始している地区をモデル地

区として選定し、農家向けにプロジェクトの広報活動を実施することが必要と思われる。 

2) メスカ間での水管理について 

先述したように、メスカ内でのポンプ容量の妥当性については、工事に際して十分な 

農家理解が必要である。 

今後、灌漑施設が整備され、地区全体が給水可能となった場合、各メスカに水供給する

デリバリー水路の供給能力が議論となるが、デリバリー水路の年間通水の計画策定と、

渇水年などにおけるWUA間の水配分調整の計画策定が必要である。 

 

３－２－２ 農民水利組織分野 

成果 2 農民水利組織の設立手法が改善される。 
指標 1 すべてのWUAとWUFが 2/3以上の同意によって設立される。 
指標 2 合理的水利用と近代的農業に関する農民代表者のためのテキストが作成される。 

指標 1については、60メスカのうちの 29メスカで、WUAが設立された。また、WUFについ

ては、準備委員会が設立された。当該活動は以下の手順により進められた。 

   1) 農民の灌漑施設の所有者意識の喚起 

   2) 農民に対する十分な説明 

   3) WUA代表の選出 

   4) 2/3以上の農民同意徴集 

指標 2 については、基本テキストの草稿が作成された。これらは、農民代表者を対象とする

研修に実際に試用され、改善が重ねられており、2005年 2月までに完成する見込みである。 
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(1) 活動実績及び達成状況 

WUA 及び WUF の設立手法に関して必要な技術移転はほぼ終了したと考えられる。具体

的には、事前調査による現況把握、各種活動への農民参加促進、農民代表者の研修やモニ

タリング・評価にかかる研修が行われた。 

また、施設設計への農民参加の促進が成功裏に進められ、2/3以上の関係農民の同意に基

づいて、WUAが 29のメスカで設立された。 

なお、これらの活動を進めるにあたり、次のような障害があった。 

1) 建設費・維持管理費の支払い、灌漑施設の容量及び土地所有に関する農民の不安 

     2) 取水や土地利用に関する従前の優位性を失うのではないかという上流部の農民の懸念 

     3) 上流部での不法な直接取水に対する下流部の農民の不満 

WUA及び WUFの代表者の研修については、以下の項目について、試作された基本テキ

ストの草稿を用いて実施したが、2004年 9月時点での達成度は、全メスカ数に占めるWUA

の設立数は約 1/3であった。 

   1) 灌漑施設の維持管理 

     2) 会議運営 

     3) 会計 

     4) 圃場レベルの水管理 

     5) 営農計画 

     6) WUAの規約作成 

WUA及び WUFのモニタリング・評価、特に円滑な組織運営のための会議開催及び会計

については、WUA設立見込みを踏まえ、2005年 2月時点の達成度は 1/3に留まる見込みで

ある。 

 

(2) 残された課題と必要な取組み 

       WUA設立の過程で習得したノウハウを活用して、他のメスカにおいても設立を進めてい

くことが必要である。また、WUFについても、WUF設立準備委員会の活動を基盤として、

将来の本格的な活動の準備を始める必要がある。 

さらにWUA設立を進めるためには、完成先行地区の見学等を積極的に行うことが有効で

あることから、WUAによる施設運用の事例をさらに増やすことが望まれる。このような成

功事例は、過去の体験からポンプやパイプ等の施設容量や実効性に疑念をもつ農民たちの

不安を解消するための事例として有効であると考えられる。 

また、テキストの作成とそれを用いた現場での研修を通じて、施工管理への農民参加の促

進や、農民代表者を対象とした研修を更に進め、また、WUAやWUFのモニタリング・評

価を定着させていく必要がある。 

 

(3) 留意点 

     本プロジェクトと平行してエジプトで進められている世界銀行やオランダの方式による

事業と対比される中で、本プロジェクトの特徴の一つである 2/3の事前同意取付方式の困難
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性を克服して成功例を着実に増やしつつある。今後とも適切な圃場レベルの水管理を可能に

する施設の建設や改良と、それに対応するWUAの設立と運営こそがその成功の秘訣である

ことが広く認知されるような努力が必要であり、さらに、乾期を含めたより効果的・効率的

で公平な圃場レベルの水管理を実現するためのWUAの運営を確立することも含めて、事業

の普及拡大に努めねばならない。 

また、農民にとっての大きなインセンティブであるデリバリーキャナルへの連続通水を今

後も続行することが重要である。 

WUAの設立と運営に関わる規約作成や会計監査等については、一般的な基本テキストだ

けでは対応しきれない場合は、追加的な配慮が必要である。 

さらに、土地所有権や公平かつ確実な水配分、灌漑効率の改善などについては、検討の余

地が残されている。 

 

３－２－３  圃場水管理分野 

成果 3 適切な圃場水管理方法が紹介される。 
指標 1 圃場水管理マニュアルが作成される。 

圃場水管理については、ほぼ活動を完了している。カウンターパートは分析データの取扱い、

分析データの適用方法、水利用効率の改善を修得した。また、供与機材の活用により圃場の均

平化が進められる等の圃場水管理の成果達成に大きく貢献している。 

現在、圃場水管理に対するデータ収集をほぼ終え、プロジェクト終了時（2005 年 2 月）まで

に圃場水管理マニュアルが完成する予定である。 

(1) 活動実績及び達成状況 

1) 土地利用状況の研究 

プロジェクト開始後の 3年間でほぼ達成している。 

本活動は、①農地利用状況調査、②土地利用要望調査、③農業政策調査、④市場システ

ム及び農家経営状況調査、⑤土壌調査に区分され、それぞれの活動実績及び達成状況は、

表 8、9、10、11、12のとおりとなっている。 

 

                            表 8  農地利用状況調査              （単位：％） 

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）
現況農業構造及び土地利用現況の調査 100 － 

 

                             表 9  土地利用要望調査             （単位：％）  

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

農業構造調査 100 － 

農家が要望する作物と作付け方法の調査 100 － 
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                   表 10 農業政策調査           （単位：％） 

     活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

農業政策の調査 80 80 

 

              表 11 市場システム及び農家経営状況調査      （単位：％） 

   活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

農家経営状況の調査 100 － 

農産物の市場及び流通の調査 100 － 

 

表 12 土壌調査               （単位：％） 

          活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

土壌の物理特性調査 100 － 

土壌の化学特性調査 100 － 

 

2) モデル農地計画の作成 

本活動は、節水を目的とした作物栽培計画の立案である。同計画によると、夏作につい

ては稲作と綿花が中心、冬作については小麦、ベルシーム、野菜を中心とする作付け計画

が作成される予定である。 

 

               表 13 モデル農地計画の作成                 （単位：％）       

活 動 内 容 2004年 9月 2005年 2月（見込み）

土地利用と作付け体系の研究 70 100 

新適合作物の選択 70 100 
モデル農地計画の作成 30 100 

     

      3) 水利用効率の改善 

本活動は、①水田における用水量調査、②畑作物毎の水消費水量の研究、③作物収量の

調査、④レーザーレベラーによるランドレベリングの改善、⑤土壌浸透量のコントロール

調査（地下水位）、⑥作物毎の灌漑暦の改善を経て行われ、データ収集を終えている。 

 

    4) 圃場水管理方法の作成 

本活動は、①作物毎の灌漑方法の改善、②圃場水管理マニュアルの作成を経て行われ、

作物毎の灌漑方法などの試験が実施された。現在、圃場水管理に対するデータ収集を終え、

プロジェクト終了時（2005年 2月）までに圃場水管理マニュアルの作成を了する予定であ

る。 

 

(2) 残された課題と必要な取り組み 

カウンターパートは、マニュアルを使用しての農家指導を推進すると共に、マニュアルを

必要に応じて加筆修正することが必要である。 
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(3) 留意点 

圃場水管理マニュアルでは、圃場内での理想的な灌漑方法や灌水量を定め、実際に農家レ

ベルでの運用を実現し、バハルヌール地区での円滑な水管理に資することが最終目標であ

り、メスカ内（及びメスカ間）の水管理に密接に結びついていることから、今後農家レベ

ルの圃場水管理運用方法についても灌漑施設改善分野と共同して農家指導を円滑に推進す

る必要がある。  

 

３－２－４ プロジェクト管理分野 

成果 4 プロジェクト活動や成果が政府職員に適切に紹介される。 

指標 1 政府職員、特に灌漑局職員を対象とした研修が少なくとも年 2回行われる。 

研修は、プロジェクト開始から現在に至るまで計 23回実施されており、指標を満たしている。

研修の詳細は表 14のとおり。 

 

 表 14 研修実績  

研修分野 研修内容 研修参加者
水管理 参加型水管理の現状 全分野C/P

工事開始後の設計変更方策検討 水管理分野、農民水利組織分野C/P
施工管理 水管理分野C/P
パイプライン設計法 IIS職員、IIS技官、世界銀行技官
GIS技術の概要 水管理分野C/P
GISデータベース作成法 水管理分野C/P、世界銀行技官
GIS利用法 水管理分野C/P、世界銀行技官
GISデータベースプレゼンテーション 水管理分野C/P、IIS技官、世界銀行技官
GPS利用法 水管理分野C/P、世界銀行技官

農民水利組織 土地改良区の紹介 農民水利組織分野C/P
水利組織の設立 農民水利組織分野C/P
農民参加による灌漑の改善 全分野C/P、IIS技官
PCMワークショップとその結果分析 農民水利組織分野C/P
組織運営 IIS技官
組織運営2 IIS技官
農民水利組織のモニタリング計画 農民水利組織分野C/P、IIS技官、世界銀行技官

圃場水管理 配水計画 IIS職員、CD-IAS技官、世界銀行技官

プロジェクト メリット・デメリット検討ワークショップ全分野C/P
上中流農家対策 水管理分野、農民水利組織分野C/P
持続的なWUA運営、事業成果 灌漑局、排水事業庁、CD-IAS、IIS、農業省、農家代表
持続的なWUA運営2 IIS技官、世界銀行技官

PCM 農家に対するワークショップの試行 全分野C/P
ワークショップ 農民水利組織分野C/P

 

これらの研修は主に短期専門家が講師を務めたり、あるいはプロジェクト活動を通じて長期

専門家から技術指導を受けた C/P によって実施されている。本プロジェクトの直接的な関係者

のみならず、外部関係者を対象とした研修を通じて、活動内容が適切に紹介されたことは、本

プロジェクトの広報と理解促進に有効であった。 
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(1) 活動実績及び達成状況 

JSC及び JSCCがプロジェクト開始からほとんど開催されておらず、意思決定権限を有す

るエジプト側関係者と、活動の進捗状況や問題点について共有化がなされなかった。した

がって、プロジェクト活動の遅れやその対策について適宜、適切な対応が十分に取れたと

は言い難い。一方、実際の現場であるプロジェクトサイトにおいてはエジプト側との連携

は密に取られ、十分な意思疎通がなされた。 

また、プロジェクトに必要なデータベースの構築に関しては、ほぼ計画通り実施されてお

り、C/Pを加えたプロジェクト関係者内での技術の移転と情報の共有化が行われている。た

だし、WUF の設立が当初計画より遅延しているため、WUF に関連するデータベースシス

テムについては、現在構築中である。 

政府職員の能力向上のためのセミナーの実施については、上段表に示すとおり、IIS、排

水庁及び農業省などのプロジェクト内外の関係部署の職員に対して実施された。また、カ

フル・シェイク県の研修施設及び設備が実用化のために整備された。 

 

(2) 残された課題と必要な取組み 

政府職員を対象とする研修に関して、その準備は現在においても日本人専門家が主となり、

C/Pが自主的かつ自立的な教材作成等の準備や研修の実施・運営を行うための能力は十分に

移転されていない。また、研修終了後に参加者向けのアンケート調査や評価報告がほとん

ど実施されなかったため、研修の改善につなげる好材料の抽出と活用ができなかったこと

は、反省点として今後積極的に取り組むべきである。 

一方、プロジェクトサイトにおいて、本プロジェクトが政府ではなく、民間により行われ

ているとの風評が一部で広まっていることは、プロジェクトに関する広報が十分に徹底さ

れていないことを示している。今後、プロジェクト対象地域の農家に対してパンフレット

の配布やセミナーの実施などを通して広報を行うと同時に、政府職員に対してはプロジェ

クトの趣旨を説明し、農家向けの広報を推進するよう働きかける必要がある。 

 

(3) 留意点 

政府職員に対する研修について、対象者を本プロジェクトの C/P機関に限らず、農業土地

開拓省や排水庁といった関係各部署を積極的に巻き込むことが重要である。これにより、

プロジェクト成果の持続的かつ自立的な発展の確保が可能となる。さらに灌漑分野で協力

実施中の他ドナーとの情報交換や協調を促進することが、本プロジェクトを含め IIP事業全

体の効果的な実施に繋がる。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 最大限の農民参加に基づいた IIP 事業の効率的かつ効果的な改善手法がプ
ロジェクトエリア内で実証される。 

指標 1 プロジェクトの終了時までに、プロジェクトエリア内の2/3以上の農家が IIP
事業に満足する。 

指標 2 プロジェクトの終了時までに、MWRIが改善手法を支持する。 
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指標 1について、アンケート調査（標本数＝120人、本プロジェクト対象農家の 4％）において、

本プロジェクトの手法に、80％の農民が満足している-と答え、11％の農民が不満足、9％がどちら

とも言えないと答えている。不満足の 11％の理由は、「農民間で IIP事業への賛否に関する議論が

様々であるから」が 5％、「明快な説明がないから」が 4％、「直接取水ができなくなるから」が 2％

となっている。同アンケート調査の報告書より、4つの質問の結果を表 15に抜粋する。 

 

表 15  プロジェクトに対する農民の満足度 

質問項目 
満足して 
いる 

満足して 
いない 

どちらとも
言えない 

標本数 
 

必要な情報を農民に伝えて工事開始前に農民
の十分な同意を得るプロジェクトの手法 

80％ 11％ 9％ 120人 
（4％） 

農民と一緒に現場を歩いて施設の設計を確認
する手法 

93％ 4％ 3％ 120人 
（4％） 

工事が開始された/完了した灌漑施設 81％ 15％ 4％  48人 
（2％） 

プロジェクトで導入された圃場レベルの水管
理手法 

88％ 2％ 10％  48人 
（2％） 

*標本数の（ ）内の数字は本プロジェクト対象農家に占める割合を示す。 

 

この表より、本プロジェクト対象農家の 80％以上が本プロジェクトの手法に満足していること、

工事を開始もしくは完了したメスカの農民の 80％以上が灌漑施設及び導入された圃場レベルの水

管理手法に満足していることが分かる。よって、本プロジェクトが対象地域全体で実施されれば、

「プロジェクトエリア内の 2/3（66％）以上の農家が IIP 事業に満足する」という指標１は満たさ

れると推定される。 

しかしながら、現時点で工事が完了したメスカの数は 3（全体の 5％）であり、現在の見通しで

は 2005年 2月までに工事が完了するのは 20メスカ（全体の 33％）である。WUAによる水管理が

適切に行われるか否かを実証するには半年以上を要することから、2005 年 2 月の時点で本プロジ

ェクトに対する農民の満足度を確認することができるのは、現時点で工事が完了している 3 メス

カ（全体の 5％）に留まる。 

指標 2については、質問票及びインタビュー調査から C/Pが改善手法を高く評価していること、

他地区で IIP 事業を推進している世界銀行のプロジェクトにおいて農民参加の取り組みが促進さ

れたことから、MWRIは改善手法を支持しているものと判断される。 

 

３－４ 中間目標の達成見込 

中間目標 効率的かつ効果的に IIP 事業を実施するための改善手法がプロジェクトエ
リアで灌漑効率と農業の生産性を向上させる。 

指標 1 プロジェクト終了後 5年以内に灌漑効率が増加する。 
指標 2 プロジェクト終了後 5年以内に公平な水配分が改善される。 
指標 3 プロジェクト終了後 5年以内に単位面積あたりの農業生産性の指標が増加

する。 

指標 1 について、灌漑効率は、本プロジェクトの当初計画どおりの増加が期待されている。現

在、支線用水路の搬送効率計算に用いられる流量観測機器の設置が進められており、設置が終わ

った地点では、プロジェクト実施前のデータを得るための観測が開始されている。 
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指標 2について、公平な水配分はWUAにおける農民間の調整及びWUFにおけるWUA間の調

整によって行われる。よって本指標は、WUA及びWUFによる水管理の実施とそのモニタリング

を通して検証されるため、現時点では評価が困難である。 

指標 3 について、現在十分な取水ができていない下流部において、本プロジェクトの実施によ

り灌漑用水不足の解消と適期灌漑の導入により作物生産の増加が期待される。一方、現時点で十

分な取水ができている上流部においては、単位面積あたりの水稲の生産性向上は見込めないが、

適切な水管理による畑作の単位水量あたりの作物生産量の増加と、過剰灌漑の解消による作物品

質の向上が期待される。さらに、圃場において水管理に費やす時間を節減することができるため、

プロジェクトの対象全地域において営農経費の節減が期待される。 

 

３－５ 上位目標の達成見込 

上位目標 効率的かつ効果的に IIP 事業を実施するための改善手法がナイルデルタで
普及され、それに伴って農業の生産性と農家の実質所得が向上する。 

指標 1 2017年までにバハル・テラのある地区において IIP事業の新たなアプロー
チが広がる。 

指標 2 2017年までにバハル・テラのある地区において農業の生産性に関する指標
が向上する。 

指標 3 2017年までにバハル・テラのある地区において農家の生活状態が改善され
る。 

本プロジェクトは、バハル・テラを含むナイルデルタ全域における IIP事業実施のためのパイロ

ットプロジェクトとして位置付けられていることから、その有効性や効率性が実証されれば、改

善手法はバハル・テラの他地区に適用され、農業生産の増加を通じて農家の経済状態を向上させ

るものと考えられる。 
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第４章  結論 

 

４－１ 評価 5項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

プロジェクト目標は、適正な水分配を要望する農民のニーズ及びエジプトの第 5次社会・経済

開発 5カ年計画（2002年～2007年）に示される国家政策に合致していることから、本プロジェ

クトの妥当性は十分に高いと判断できる。当該計画においては、エジプト国内おいて 110 万

feddan（１feddan=0.42ha）の灌漑事業を完成させることが目標とされており、ナイルデルタ地域

のみならず上エジプト及びニューバレーの 543 千 feddan の開発が含まれている。エジプト政府

は当該計画を基に、限られた水資源の有効利用を図るべく、灌漑施設の整備、灌漑システムの

確立及び農民組織化に関する IIP事業を実施中である。以上より、プロジェクト目標の達成は国

家政策の進展に大きく寄与するものである。また、質問票の結果より、C/P及び日本人専門家も、

プロジェクト目標の妥当性は高いと判断している。 

支線用水路の下流地域の農民が夏期に深刻な水不足に直面している一方、上流地域の農民の

中には個人のポンプを用いて支線用水路から違法に直接取水している者もいる。支線用水路（本

プロジェクト対象地域におけるバハル・ヌール）上流の少数の農民が公平な水分配を目指す本

プロジェクト活動に対して反対活動を起こしたが、その理由は彼らの取水の有利性を守ろうと

するものである。本プロジェクト活動の実施により、彼らは従来の自由な取水権を失う一方で、

個人ポンプの利用にかかる経費を節減でき、更に連続通水の実現によって計画的な適期灌漑が

可能となる。また、エジプト政府が既存灌漑地区の水利用量を節減し、新規の灌漑開発及び他

部門への水供給の増加を計画していることから、将来的に本プロジェクトサイトを含めたバハ

ル･ヌール地区への水供給が厳しくなることが予想され、その場合、上流地域においてさえも現

状の取水量の維持が困難になる。以上より、本プロジェクトは、上流の農民にとっても必要不

可欠なプロジェクトということができる。なお、本プロジェクトにおいては、上流農民に対し

て上述の事情について十分な説明を行っている。 

プロジェクトサイトの選定に関しては、IIP事業未実施の地域の中で農民の農業に対する取り

組み、関係機関との連携の容易性及び圃場の整備状況等を適正な選定であったと思われる。た

だし、プロジェクトのアプローチについては、デモンストレーション効果を最大限に活かすた

めに、より小規模な地区で成功事例を作ってから周囲に段階的に広げていくことも現実的な方

法として考えられる。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクト実施によって得られる成果のプロジェクト目標達成に対する貢献度は高いが、

プロジェクト期間内の目標達成度は困難である。なぜなら、C/Pへの技術移転はほぼ順調に行わ

れているものの、農民の同意取得とWUA設立に、当初計画より多くの時間を要しているためで

ある。これは、C/Pと日本人専門家に対するインタビュー調査とプロジェクトサイトでの現地調

査によっても確認された。2005 年 2 月末までに工事が完了するメスカ数が全体の約 1/3 と見込

まれる現時点では、「対象全メスカにおいて 2/3 以上の農家がプロジェクト活動に満足する」と

いうプロジェクト目標に照らしてみると、本プロジェクトの有効性は低いと判断される。しか
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しながら、プロジェクト期間の後半になるにつれて、農民の同意取得及びWUA設立にかかる時

間は短縮された実績が確認できたことから、有効性は徐々に向上していると言える。なお、圃

場水管理分野においてはその活動がプロジェクト目標の達成に大きく貢献したと現場の C/P を

中心に評価されているなど、有効性が認められる部分もある。具体的には、当該分野において

レーザーレベリングの試験により 25％、畝幅の拡幅により 19％の灌漑用水の節減が可能である

との成果を確認できたことがこのような評価をもたらしている。 

 

４－１－３ 効率性 

投入に関して特に問題は生じておらず、プロジェクト期間内における成果の達成が見込まれ

ていることから、投入が活動を通して効率的に成果に転換されていると判断することができた。

よって、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

(1) 専門家派遣 

プロジェクト側より、短期専門家の派遣時期が遅れた事例や、要請に対して短期専門家の

派遣期間が短い事例が指摘された。本調査時点までに派遣された短期専門家 25名の平均派

遣期間は 29日（最短は 7日）であったが、全体としてはほぼ計画とおり投入され、必要な

技術移転は行われたものと考えられる。 

 

(2) C/P 

中間評価調査にて報告されているとおり、プロジェクト開始直後、各活動分野へフルタイ

ムの C/Pが配置されない時期があった。しかしながら、その後、C/Pの適性を考慮して担当

が変更された結果、活動を円滑に進めることができた。C/Pには IIP事業の従事経験を有す

る者が選出され、技術移転の成果は持続する見込みである。また、本プロジェクトの開始

当初から 5 年間にわたって参画している C/P が 8 名おり、プロジェクトの中心的存在とし

て活動を推進している。 

現場の C/P及びフィールド･エージェントの数については、本プロジェクトの対象地域及

び目標を考えると十分とは言えないものの、長期専門家の人数に合わせて、最低限の人数

は確保されていると言える。 

 

(3) 供与機材 

機材供与のタイミング及び内容（詳細は付属資料のM/Mを参照）は概ね適切であった。

特に、レーザーレベリング機材及び土壌水分計は、試験圃場における灌漑試験に用いられ、

圃場水管理の改善に大きく貢献した。 

 

(4) プロジェクト運営 

インタビュー調査において、エジプト側のプロジェクトサイトマネージャーが世界銀行プ

ロジェクトのマネージャーを兼務しているために多忙であり、本プロジェクトに十分な対

処ができなかったことを理由に、専任のサイトマネージャーの設置による活動効率の向上

を望む提案があった。これを受け、プロジェクトではサイトマネージャーと各分野の C/P

との中間の職位を持つ C/Pの登用を検討している。 
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また、中間評価調査までに開催実績がなかった JSCについて、それ以降も JSC及び JSCC

が十分に機能しなかったことが明らかになった。さらに、プロジェクト管理体制に灌漑局

が含まれておらず、専門家と灌漑局員とのコミュニケーションが不十分であった。本問題

点については、本調査において十分に議論され、教訓（第 5章参照）が導かれている。 

 

４－１－４ インパクト 

全農民の 2/3の同意取得は、本格的な農民参加に基づいた水管理への第一歩という意味で C/P

及び農民に大きな影響を与えた。同意取得の困難さは本プロジェクトの開始前に予期されてい

たが、予想以上の時間を要し、前述した上流農民による反対活動が起きた。しかしながら、本

プロジェクトは、エジプトが農民参加に基づいて IIP事業を実施していく上で、その重要性を示

すものになったと考えられる。 

本プロジェクトは、世界銀行による同種のプロジェクトにも影響を与え、当該プロジェクトで

は農民参加のアプローチをより重視し始め、農民のオーナーシップ確保を目的として積極的な

参画を引き出そうとする動きが強まった。具体的には、工事完了後に行っていたWUAの設立時

期を早め、より多くの農民の意見を工事に反映する、仮の WUF を地域の有力農民で立ち上げ、

より自主性の高いWUAを設立する等の手法の変化が見られた。これらの手法は、本プロジェク

トの中で培われてきたものであり、世界銀行プロジェクトが本プロジェクトと同様に IISの職員

によって実施されていることから、本プロジェクトが IISの政策に影響を及ぼしたことによるも

のと考えられる。 

予期していなかった環境、社会/文化面の正のインパクトとして、WUFの準備委員会の中に環

境とジェンダーの小委員会が設置されたことが挙げられる。農民組織にとって、環境及びジェ

ンダーは重要な観点であり、今後、活動が継続・発展していくことが望まれる。なお、環境へ

の負の影響は見られなかった。また、現時点では女性による直接の水管理作業は行われていな

いが、水路の維持管理等の関連作業には女性が従事していることから、将来的には女性の関わ

りが重要であると考えられる。 

組織面の正のインパクトとして、レーザーレベリング運営管理委員会がWUF準備委員会の中

に設置されたことが挙げられる。レーザーレベリングの機材は、圃場水管理分野の活動の一環

として供与されたものであり、利用方法を学んだ C/P が農民に対して技術移転を行っており、

将来はWUF内で共同利用･管理される計画である。 

なお、上述の二つの委員会設置にかかる動きは、農民と C/Pの活動の中から生じたものであり、

彼らの主体的な取り組みを示すものである。 

 

４－１－５ 自立発展性 

IISに対するインタビュー調査の結果、バハル･ヌール全体の工事が完了するまで本プロジェク

トの継続が見込まれることから、プロジェクトの継続性は確保されている。しかしながら、WUA

及びWUFによる水管理は未だ本格化するに至っていないため、自立発展の見込みを判断するこ

とは困難であるが、プロジェクト活動において C/PによってWUA及びWUFのリーダーを対象

とした研修がなされていることはプロジェクトの持続性の確保に貢献するものである。以上よ

り、本プロジェクトの自立発展性については、やや高いと判断される。 
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(1) 組織面 

IISに対するインタビュー調査より、IISは本プロジェクト活動実施に必要な人員を確保し

ており、C/Pがプロジェクト期間終了後も IIP事業を継続して担当する見込みである。よっ

て、自立発展性は高いと判断される。 

 

(2) 財政面 

IISに対するインタビュー調査より、IISが本プロジェクト活動実施に必要な予算を確保し

ていることから、自立発展性は高いと判断される。WUA及びWUFについては、その財源

が組合員からの水利費であることから、プロジェクトの進捗に応じて適切な水管理を行い

財源を確保する必要がある。 

 

(3) 技術面 

C/Pは、本プロジェクトによって、最大限の農民参加に基づいた IIP事業実施のための効

率的かつ効果的な改善手法を普及させるために、農民の組織化、灌漑施設の改善・共同運

営及び圃場水管理手法の改善等を計画し、実施する技術を修得した。現時点では、WUA及

びWUFが自立して水管理するに至っていないため、技術を修得した成果は表面化していな

いが、上述(1)のとおり、C/P は継続的に IIP 事業に従事する見込みであることから、自立

発展性は高いと判断される。 

 

４－１－６ 阻害･貢献要因の総合的検証 

(1) 計画要因に関するもの 

付属資料に記載のとおり、当初計画においては活動が 8項目あり、活動の実施及び活動状

況の把握が困難であっため、中間評価において 4項目に統合･整理された。これにより、プ

ロジェクト活動がより効率的に実施された。 

灌漑改善手法として施設整備と同時にWUAの設立を図ったことは、組織の活動目的を明

確にし、農民のインセンティブを高めることに寄与した。また、水路の整備に加えて圃場

水管理の分野を導入したことにより、灌漑効率を総合的に高めることが期待できる。 

 

(2) 実施のプロセスに関するもの 

エジプトの法律では、工事の実施に農民同意は必要なく、また、3分の 1以上の農民同意

があればWUAが設立できる。一方、本プロジェクトは、工事完了後の施設及びそれを維持

管理する組織（WUA及びWUF）の継続的かつ自立発展的な活用を目的として、「最大限の

農民参加に基づき効果的、効率的に IIP事業を実施するための改善手法を実証する」ことを

プロジェクト目標とし、農民への十分な事業説明、3分の 2以上の同意の取得、WUA及び

WUF の設立、工事設計の確認及び施工管理などの各過程において農民参加を促している。

よって、工事開始までに多大の時間と労力が要されており、プロジェクト活動に遅延が生

じた。 

また、C/Pへのインタビュー調査において、農民参加の概念とその必要性は十分に理解し

ているものの、プロジェクトの進捗を制限しているという意見が聞かれた。 

しかしながら、IIS幹部は農民参加が本プロジェクトの基礎であり、IIP事業を持続的に実
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施するための有効な手段であることを認識し、C/Pに対しても認識を共有するよう働きかけ

を行っている。 

さらに、農民へのアンケート調査において、農民が本プロジェクトの概念と過程を、高く

支持していることが明らかとなった。これは、プロジェクトサイトにおいて、フィールド

エージェントや C/P が、農民の話を十分に聞いた上で同意を取り付ける方法を採用してい

るためであると考えられる。 

以上より、実施機関、C/P及び農民は本プロジェクトのプロセスが有効であり、農民水利

組織が改善された施設を持続的かつ自立的に運営・維持管理することを確実にするために

は必要不可欠であると評価していることから、本実施プロセスは適当であったと判断され

る。また、上述の遅延に対し、現場レベルの関係者間で解決策が講じられたが、実施機関

の幹部レベルを含む検討は十分になされなかった。 

 

４－２ 結論 

灌漑施設の改善、農民水利組織及び圃場水管理の各分野について、基礎的な技術移転がなされ、

プロジェクト終了時までにはマニュアルが完成するが、C/Pが自立的に活用するには至っていない。

プロジェクト管理分野については、政府職員等に対する研修が実施されたものの、関係者間の情

報共有や課題解決のための検討は十分になされなかった。 

よって、プロジェクト目標の達成のためには、C/Pがこれまでのプロジェクト活動の成果に基づ

いて自立発展的に行う活動について、日本側と共同したモニタリング、評価及びそれに基づく見

直しが必要である。 

なお、各分野の詳細な結論は以下のとおりである。 

 

４－２－１ 灌漑施設改善分野 

施工管理マニュアルはプロジェクト終了時までに作成される予定であるが、同マニュアルを

用いた水路工事を通してモニタリングと評価が必要であり、日本の更なる協力が必要と判断す

る。 

また、デリバリー水路とメスカ水路での水管理については、水配分をどのように実施するか

についてのWUF及びWUA代表者に対する訓練をエジプト側だけで実施することは極めて困難

であるため、この点に関しても引き続き日本の協力が必要と判断する。 

 

４－２－２ 農民水利組織分野 

29 の WUA を設立した実績から、エジプト側の C/P や農民が自力で WUA を設立する手法や

ノウハウを修得したと考えられる。従って、残る 31のメスカについて日本側の協力なしでWUA

を設立することができると判断される。 

しかし、合理的水利用と近代的農業に関する農民代表者の研修のためのテキスト作成とそれを

用いた現地研修については、WUAごとの個々に対応せざるをえない独自の問題を抱えているた

め、作成された基本テキストだけでは不十分であり、また、C/Pも現在の能力ではまだこのよう

な事情に対応する応用力が不足しているので、協力の継続が必要である。同様に、WUAやWUF

のモニタリング・評価についても、日本の協力を継続する必要性が認められる。 
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４－２－３  圃場水管理分野 

圃場水管理マニュアルはプロジェクト終了時までに完成される予定である。圃場水管理に関す

る農家へのトレーニングは、C/Pによる実施が可能と考えられるため、この分野に関して日本の

更なる協力は必要ないと判断する。 

 

４－２－４ プロジェクト管理分野 

専門家と MWRI とのコミュニケーションが不十分であることから、プロジェクトの進捗や課

題・問題点の共有化と打開策の検討及び実施が効果的になされていないことが進捗遅れの要因

のひとつとなっている。特に、エジプト側による灌漑施設の改善工事が全体計画において中核

を占め、その他の活動を進める上での前提となるため、プロジェクト関係者の密接かつ定期的

な報告・連絡・相談は不可欠である。 

以上より、本分野についてはプロジェクトの目標達成と自立発展との要となることから、政府

職員を対象とした研修の実施とそれに必要な教材作成等の準備に関して日本側による継続的な

協力が必要であると認められる。 
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第５章  提言と教訓 

 

５－１ 提言 

５－１－１ 日本側の協力継続の条件 

本調査の結果、予定のプロジェクト期間内に達成が困難な成果に関して、その達成に向けて日

本側が協力を継続する必要性及び妥当性を計る基準を以下の通りとした。 

1) プロジェクト目標を達成するために不可欠であること 

2) エジプト側だけで成果達成が困難であること 

3) 成果達成による大きいインパクト及び成果の高い自立発展性が見込まれること 

さらに、エジプト側が以下に記す条件に合意・確約することをもって協力継続の活動を抽出

した。 

1) 当初のプロジェクト期間内における活動実施に集中し、付属資料の Annex11の実施スケジ

ュールに基づき、活動を遂行すること。 

2) 次官（プロジェクトダイレクター）を中心とする合同運営委員会（JSC）と灌漑局長を長 

とする合同サイト調整委員会を定期的に開催し（6カ月に 1度及び必要に応じて）、プロジ

ェクトの進捗及び課題・問題点を共有し、必要な対策を取るための検討・確認の場とする。

その際、WUAやWUFの設立及び機能を実効性あるものとするため、灌漑総局中央灌漑指

導部及び灌漑改善局灌漑指導部を JSCメンバーに加えて連携を図ること。なお、JSCメン

バーは付属資料のとおり。 

3) プロジェクトサイトにおいても頻繁に会合を設け、日・エ双方の関係者による週単位での 

密なコミュニケーションをとり、進捗状況と今後の計画・スケジュールについて共有を図

ること。 

4) プロジェクトの阻害要因を解消し、活動を推進するため次の徹底を図る。 

a. 本プロジェクトが国家開発計画に基づく国の事業であり、工事費の官民負担、ポンプ等

の灌漑施設の設計仕様の妥当性について、積極的に広報を行う。 

b. デリバリーキャナルからの違法取水について定義とルールを確立し、違反者に対して必

要な措置を執る。 

c. 工事のロットを小分けして、現在の入札への競争性を出来るだけ維持しつつ、工期の短

縮を図る。また、同意取り付け済みのメスカについて迅速に工事を着工する。 

d. 同意取り付けに至っていないメスカ農民を対象に、改めてプロジェクトの目的、効果、

国、地方自治体、農民の履行・負担事項について説明することにより不安や問題点を解

消し、工事を含めたプロジェクト活動の促進を図る。 

5) プロジェクトの活動及び成果について、水資源灌漑省をはじめ関係省庁、プロジェクト関

係者、農民、他ドナー及びメディア関係者を対象に発表会を開催し、プロジェクトの広報

と連携構築に役立てる。 

6) デリバリーキャナルの連続通水を保証する。 
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５－１－２ 協力継続の活動 

上述の条件を満たす以下の分野の活動について協力を継続することを勧告する。 

(1) 灌漑施設の改善 

1) WUF内に工事調整委員会（C.C.C.）の設立 

2) 各メスカ内に工事調整委員会（C.C.C.）の設立 

3) メスカ工事の施工管理 

 

(2) 農民水利組織 

1) 農民のリーダーとの共同によるWUAの規則策定 

2) 工事調整委員会（C.C.C.）による施工管理 

3) WUAとWUFのリーダーに対する各種トレーニング 

4) WUAとWUFのモニタリング及び評価 

 

(3) プロジェクト運営管理 

1) セミナーや研修のための教材の作成 

2) セミナーや研修の実施 

3) セミナーや研修の評価会の開催と報告書の提出 

なお、提案する各活動の時期及び期間は付属資料のとおり。 

 

５－２ 教訓 

(1) プロジェクト開始時の基本計画作りにあたって、円滑な実施のために法制度を含めて前提

条件や阻害要因を詳細に抽出し、関係者間で共有し必要な対策を執ることが肝心である。た

とえば、違法取水のルールや境界線の解釈等、あらかじめ想定されうる課題がプロジェクト

終了時点まで積み残しされている点は、プロジェクト延長後においても引き続き大きな不安

材料であり、早急にエジプト側によるルールの確立と徹底が望まれる。 

 

(2) 運営指導及び中間評価において、設定された計画（目標、成果、活動、指標等）に合理性

や実現性の点で問題が判明した場合は、早めに関係者と協議・調整の上、修正することが必

要である。終了時評価時点で抽出される問題点の中には、それまでに前提、計画、スケジュ

ールに無理があることが顕在化しているにも拘らず、適切な対応がとられなかったため、そ

の後の軌道修正が困難な場合もある。 

 

(3) 現場レベルだけでなく、実施機関の幹部レベルを交えた会合の定期的開催を通じて、プロ

ジェクトの進捗状況、予定、課題を周知し、常に関係者として巻き込んで広報活動の促進と

当事者意識の醸成を図ることが重要である。プロジェクトサイトにおいて C/P との良好な関

係が構築され、技術移転も順調に行われていながら、法制度面などの施策上の意思決定を司

る本省の関与がコミュニケーション不足により機能しなかったことが本プロジェクトにおい

て活動の遅れを挽回できない大きな原因となっている。 

 



 

 
 
 
 
 
 

付 属 資 料  
 

 

 

 

 
 

ミニッツ  
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